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うになっている9。2016（平成 28）年 3月現在の施設入所支援利用者は 131,565人であり、
2008（平成 20）年 10 月の 144,425 人より減少している。年間の退所者数は 7,000 人程度
であるが、その主な内訳をみると「入院・死亡」32.3％、「地域移行（就職、家庭復帰、自
宅・グループホーム・ケアホーム10への転所）」31.6％である。また、入所者の内 89,799人、





















































































































































































































































































提示しているのは、日本国憲法「第 25 条生存権、第 26 条教育権、第 27 条労働権、第 13































































































































































 本論文は、本論に該当する第 1 章から第 5 章と序章、終章の計 7 章で構成されている。
各章の役割を次のように設定している。序章は、本研究の課題を提示し、論文の全体像を示
している。第 1 章から第 3 章は、戦後の知的障害者福祉施策の歴史的検証を行い、施策展
開の特徴と施策策定の構造を明らかにしている。第１章は、戦後の知的障害者福祉施策の前
史から制度の改変を経て現在の制度に到達した時期までを取り上げ、展開の特徴を把握す
















了後の 1945（昭和 20）年から、障害者福祉制度が大きく変化した 2012（平成 24）年まで
である。 
 第 2 章は、コロニー政策選択の背景を検討することで、障害者福祉施策の変遷に影響を
与える構造を示す。コロニーが開設された背景には 3 つの要因があり、背景要因の一つと
されている社会開発政策とコロニー政策の関連を検討する。 




 第 4 章は、デンマークの知的障害者福祉施策の展開をノーマライゼーション具体化の事
例として検討し、特徴を整理し、教訓を導き出すことで、日本におけるノーマライゼーショ
ン具体化の課題を示す。 



































2 内閣府（2018）「平成 30年版 障害者白書」の障害者数に基づいて筆者算出。 
3 身体障害者の施設入所者数は、約 7万人である。18歳以上身体障害者数の推計は、約
419万人、知的障害者数の推計は約 84万人である（内閣府 2018）。 
 「平成 25年版 障害者白書」では、18歳以上知的障害者の入所割合 19.4％、身体障害
者 1.8％であった（内閣府 2012）。 
4 「社会福祉事業団」は、1971（昭和 46）年の通知に基づいて設立された団体であり、都
道府県等の行政が設立した社会福祉施設の運営を受託する社会福祉法人である。 
 厚生省（1971a）「社会福祉事業団等の設立及び運営の基準について」（社庶第 121号 7
月 16日） 
































11 厚生労働省「平成 27年社会福祉施設等調査報告（厚生労働大臣官房統計情報部）」 











































者実態調査」である。そして、1961（昭和 36）年の調査結果によると、15 歳 6 カ月以上の

















所、520 名の定員だったものが、2006（平成 18）年には 1,696 カ所、110,987 名に増加し
ている5。また、グループホームは、1989（平成元）年に厚生省通知による制度として位置
づけられ6、102 カ所、約 400 人の定員から始まった（全日本手をつなぐ育成会編 2001：
343）。その後、1992（平成 4）年に法定化され、幾度かの制度改正も行われてきた。そし
て、2018（平成 30）年 3 月の集計では、114,822 人がグループホームを利用している7。 
 
資料：「社会福祉施設等調査」各年次（58・59 ページ資料参照） 
図 1－1 知的障害者援護施設（入所）数の推移 
 
資料：「社会福祉施設等調査」各年次（58・59 ページ資料参照） 

























 表 1－1 は、療育手帳の交付を受けている 18 歳以上の知的障害者を母数として、知的障
害者援護施設定員の割合を計算したものである。1985（昭和 60）年度は 31.0％、1990（平
成 2）年度は 26.0％、2003（平成 15）年度は 22.3％、2006（平成 18）年度は 20.3％と徐々
にその割合は低下しているが、2000 年代の計算でも 2 割を超えている。しかし、この数値
を用いる際に次のような点に注意しておかなければならない。知的障害者援護施設は、15








表 1－1 18 歳以上の療育手帳交付台帳登載数にみる施設入所者数の割合 
年次 元号 18 歳以上 入所定員 入所割合 
1985 60 183,867 56,979 31.0 
1990 2 273,075 70,893 26.0 
2003 15 487,257 108,535 22.3 


















第 1 期は、第 2 次世界大戦が敗戦という形で終戦を迎えた 1945（昭和 20）年から 1959（昭
和 34）年までとする。第 2 期は、知的障害者福祉法が制定され、18 歳以上の知的障害者に
対する福祉施策が始まった 1960（昭和 35）年から 1964（昭和 39）年までとする。第 3 期
は、大規模総合施設であるコロニー政策が選択された 1965（昭和 40）年から 1980（昭和
55）年までとする。第 4 期は、1981（昭和 56）年の国際障害者年から 1988（昭和 63）年
までとする。第 5 期は、グループホーム制度が始まった 1989（平成元）年から 2002（平成



















































































―1960（昭和 35）年～1964（昭和 39）年― 













和 35）年 3 月に知的障害者福祉法が成立し、知的障害者援護施設が制度化された。障害別





























1960（昭和 35）年に 8 施設、定員 520 名から始まった知的障害者援護施設は、1965（昭
和 40）年には 70 カ所、定員 4,920 名と増加した。しかし、1961（昭和 36）年の調査によ


























―1965（昭和 40）年～1980（昭和 55）年― 












1960（昭和 35）年 12 月に池田内閣が「国民所得倍増計画」の閣議決定を行い、社会資
本の整備・拡充計画が盛り込まれ、公共投資が大幅に増やされることになり、格差を是正す
るような地域開発などの政策が示された。その後、首相となった佐藤総理もその方向性を引
き継ぎ、1965（昭和 40）年 1 月に諮問機関として社会開発懇談会を設置し、同懇談会は 1965













を表明した。その後、1968（昭和 43）年 4 月に着工し、3 年後の 1971（昭和 46）年 4 月
に当初定員 550 名の国立コロニーのぞみの園が開所した。 
コロニー懇談会は意見具申の趣旨に、施設の絶対数の不足、各施設間体系の未確立、長期
の保護施設の不足、重症心身障害者を対象とした施設の不足等に対応するための総合施設























施設の緊急整備について」を 1970（昭和 45）年 11 月に答申した33。それを根拠として、厚
生省は 1971（昭和 46）年度を初年度とする「社会福祉施設緊急整備 5 か年計画」34を策定
し、施設整備を推進する体制を整えた35。その中で、「重症心身障害児施設」を含む「心身障



























ると、表 1－2 の通りである。17 のコロニーのうち 12 カ所が事業団運営であり、コロニー
運営の大半を占めており、コロニー政策に基づいて開設されたことは明らかである。 
 
表 1－2 地方コロニーの開設年と設置主体、運営主体 ※1 
年 元号 開設数 名称（都道府県） 設置／運営 定員※2 
1966 41 1 袖ヶ浦福祉センター（千葉県） 県／事業団 490 
1968 43 3 西駒郷（長野県） 県／県 500 
太陽の園（北海道） 道／事業団 400 
心身障害者コロニー（愛知県） 県／県 625 
1970 45 1 金剛コロニー（大阪府） 府／事業団 850 
1971 46 3 佐賀コロニー（佐賀県） 県／県 320 
コロニーにいがた白岩の里（新潟県） 県／県 500 
鳥海の園（秋田県） 県／事業団 500 
1972 47 2 育精福祉センター（山梨県） 県／県 275 
向陽の里（宮崎県） 県／事業団 378 
1973 48 2 船形コロニー（宮城県） 県／事業団 350 
コロニーあすなろ（茨城県） 県／事業団 490 
1974 49 1 希望が丘（山形県） 県／事業団 500 
1975 50 1 若越ひかりの村（福井県） 県／事業団 300 
1976 51 2 嵐山郷（埼玉県） 県／事業団 360 
ひまわりの丘（岐阜県） 県／事業団 349 

















































































































































―1981（昭和 56）年～1988（昭和 63）年― 










 1976（昭和 51）年に国連において 1981（昭和 56）年を国際障害者年とすることが決議
され、国内において推進する団体として、国際障害者年日本推進協議会（以下、推進協）が

















など、就労や雇用についての施策整備も行われた66。また、1986（昭和 61）年 1 月には、
在宅福祉を施設福祉と同格のものとして位置づけ、国庫補助率の国負担割合を国 3、都道府




































 1988（昭和 63）年 10 月に中央児童福祉審議会が、「精神薄弱者の居住の場の在り方につ
いて―グループホーム制度の創設への提言―」を具申し71、翌年度の 100 カ所分の予算が組

















































保」として「グループホーム・福祉ホーム」を 1995（平成 7）年度の 5,347 人分から 2002
（平成 14）年度には 2 万人分に増加させる設定がなされている。一方、「介護サービスの充
実」として「在宅サービス」と並び「施設サービス」も示され、「精神薄弱者更生施設」を






は、86,938 人であり、2002（平成 14）年度は 105,864 人となっている82。ここには入所の
授産施設の定員数も含まれているが、「障害者プラン」の数値目標を 1 万人程度上回ってい

































スト全国大会が大阪で開催された。また、育成会では、1991（平成 3）年 10 月に開催され
た創立 40 周年記念全国大会において、多数の本人が参加し分科会を実施した。その後、育












い意気込みがあった。しかし、1991（平成 3）年 3 月に「精神薄弱」に対して偏見に基づく
説明がされていたことを問題にして86、同年 6 月に日本精神薄弱者福祉連盟主催のフォーラ











































 障害者福祉施策の領域でも 1996（平成 8）年 10 月から障害関係の 3 審議会が合同で審議


































れている。主要なものを示すと次のような文書がある。2001（平成 13）年 3 月「障害者の
ケアマネジメントの普及に関する報告書」、5 月「平成 13 年度障害者ケアマネジメント体制





















 国は、2003（平成 15）年度を初年度とする「障害者基本計画（第 2 次）」100（以下、「第












2002（平成 14）年に公表された「第 2 次基本計画」以降の各コロニーの変化を概観する
（表 1－3）。定員の変化をみると、削減しているコロニーが 16 カ所、その中でも 70 名以
上の大幅な削減を果たしているコロニーは 14 カ所である。しかし、その内、定員 300 人以


















550 550 350 
袖ヶ浦福祉センター（千葉県） 県／事業団 指定管理 490 490 170 
西駒郷（長野県） 県／県 指定管理 500 500 160 
太陽の園（北海道） 道／事業団 自主運営 400 400 170 
心身障害者コロニー（愛知県） 県／県 直営 625 550※3 400※3 
金剛コロニー（大阪府） 府／事業団 指定管理 850 850 464※4 
佐賀コロニー（佐賀県）※5 県／県 直営 320 320 125 
コロニーにいがた白岩の里（新潟県） 県／県 直営 500 500 250 
鳥海の園（秋田県） 県／事業団 指定管理→
自主運営 
500 500 500 
育精福祉センター（山梨県） 県／県 直営と指定
管理 
275 275 180 
向陽の里（宮崎県） 県／事業団 自主運営 378 402 300 
船形コロニー（宮城県） 県／事業団 指定管理 350 500 300 
コロニーあすなろ（茨城県） 県／事業団 指定管理 490 590 414 
希望が丘（山形県） 県／事業団 指定管理 500 500 350 
若越ひかりの村（福井県） 県／事業団 指定管理 300 300 245 
嵐山郷（埼玉県） 県／事業団 指定管理 360 360 354 
ひまわりの丘（岐阜県） 県／事業団 指定管理 349 350 280 
中山の園（岩手県） 県／事業団 自主運営 200 300 300 
※1 定員は、知的障害児施設、知的障害児通園施設、重症心身障害児施設、知的障害者更生施設、知的障害者授産施
設、知的障害者通勤寮の合計である。 



































4 月時点では 10 万人程度だったのに対して、2004（平成 16）年 10 月には 16 万人程度と
約 1.6 倍に伸びている。また、知的障害者のホームヘルプサービス実施の市町村は、2002
（平成 14）年 3 月では 30％であったが、2003（平成 15）年 4 月は 47％、2004（平成 16）
年 3 月は 56％の伸びがみられる108。そして、在宅サービスに関する予算は 2003（平成 15）













（尾上 2009；中西 2014：79－82）。 
このようなホームヘルパー派遣時間の上限問題をきっかけとして、厚労省に設けられた
「障害者（児）の地域生活支援の在り方に関する検討会」が、2003（平成 15）年 5 月から









検討会の開催に並行して、2004（平成 16）年 1 月に厚労省内の組織として介護制度改革
本部が設置され、「介護保険と障害保健福祉施策の関係」について検討が始まった。それに
対して、障害関連 8 団体110が意見を求めて、3 月末まで厚労省担当者と学習会を行なってい
る。その中で障害者団体側は、厚労省は介護保険との統合ありきで進めようとしているとの
疑念を持った。 
上記検討会や介護制度改革本部で議論が続く中、2004（平成 16）年 3 月からは、社会保
障審議会障害者部会による検討も始まり、議論の場は同部会に移された。その後、2004（平









して 2005（平成 17）年 10 月に制定された。同法の制定によって、2006（平成 18）年 4 月
から「自立支援給付等制度」（以下、自立支援制度）が実施されることが決まり、支援費制



















成 22）年 4 月、推進会議の下に「障がい者制度改革推進会議総合福祉部会」が設けられた。












































































 第 6 期は地域移行政策が始まり、同時に措置制度から利用契約制度へと戦後最大の制度























いく。第 3 期の 1965（昭和 40）年にコロニー建設が議論され始めたころには、知的障害者
の問題が解決されるとして、社会福祉事業団制度の創設や地方コロニー建設の推奨など、国
を挙げて建設を推進していた。このように、当初こそ注目されていたが、時間が経つにつれ



























2 東京都は、1967（昭和 42）年には「愛の手帳」制度を実施していた。 
3 厚生労働省（2018）「平成 28 年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者
等実態調査）結果」 
4 「グループホーム等」の割合は、身体障害者手帳所持者 65 歳未満 2.4％、65 歳以上
1.4％、精神障害者保健福祉手帳 65 歳未満 4.4％、65 歳以上 6.6％である。 
5 53・54 ページ資料参照 
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 第 2 期 政策対象としての知的障害者の登場（1953～1959 年頃） 
 第 3 期 成人を対象とした制度の成立（1960～1963 年頃） 
 第 4 期 児・者一元化と重度者への対象の拡大（1964～1969 年頃） 
 第 5 期 各種サービスの実施とその対象（1970～1980 年頃） 
 第 6 期 各種制度の総合的実施と在宅障害者（1981～1990 年頃） 
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13 1967（昭和 42）年の第 16 回大会から 1970（昭和 45）年雄第 19 回大会まで、全国大
会のスローガンの一部に含まれていた。また、1958（昭和 33）年第 7 回大会では、糸賀
一雄が「精神薄弱児の青年期以降の諸問題」と題して記念講演を行っている。 
14 小林提樹は「療育」、糸賀一雄は「発達保障」が中核の概念と言える。 
15 中央児童福祉審議会（1956）「児童福祉行政の諸問題について」（5 月 2 日） 
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1959（昭和 34）年から 1961（昭和 36）年にかけての岩戸景気、1963（昭和 38）年から






17 4 大公害裁判として、1967（昭和 42）年提訴の新潟水俣病、1969（昭和 44）年提訴の
熊本県の水俣病、1967（昭和 42）年提訴の三重県の四日市公害、1968（昭和 43）年提訴
の富山県のイタイイタイ病がある。 
18 その代表的なものが、1959（昭和 34）年 8 月に始まった三池争議である。 
19 例えば、1958（昭和 33）年 1 月に保育所を守る国民大会が開催され、全国で保育所を
守る協議会が結成された。また、1963（昭和 38）年に日本患者同盟が、待遇改善大会を
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改革のグランドデザイン案―」（10 月 12 日） 
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第 1章 参考資料 
表 1－参考 知的障害者援護施設（入所）数と定員の推移（１） 






1960 35 8 - - 520 65.0 － － 
1961 36 12 150.0 4 606 50.5 116.5 86 
1962 37 22 183.3 10 1241 56.4 204.8 635 
1963 38 32 145.5 10 1831 57.2 147.5 590 
1964 39 56 175.0 24 3741 66.8 204.3 1910 
1965 40 70 125.0 14 4920 70.3 131.5 1179 
1966 41 88 125.7 18 6253 71.1 127.1 1333 
1967 42 104 118.2 16 7061 67.9 112.9 808 
1968 43 130 125.0 26 8921 68.6 126.3 1860 
1969 44 165 126.9 35 11207 67.9 125.6 2286 
1970 45 204 123.6 39 13579 66.6 121.2 2372 
1971 46 213 104.6 9 15819 74.3 116.5 2240 
1972 47 249 116.9 36 18666 75.0 118.0 2847 
1973 48 285 114.5 36 22094 77.5 118.4 3428 
1974 49 326 114.4 41 25559 78.4 115.7 3465 
1975 50 366 112.3 40 28392 77.6 111.1 2833 
1976 51 382 104.4 16 29791 78.0 104.9 1399 
1977 52 420 109.9 38 32285 76.9 108.4 2494 
1978 53 456 108.6 36 34789 76.3 107.8 2504 
1979 54 517 113.4 61 38715 74.9 111.3 3926 
1980 55 577 116.6 60 42142 73.0 108.9 3427 
1981 56 634 109.9 57 45632 72.0 108.3 3490 
1982 57 689 108.8 55 49101 71.3 107.6 3469 
1983 58 731 106.1 42 51541 70.5 105.0 2440 
1984 59 775 106.0 44 54020 69.7 104.8 2479 
1985 60 824 106.3 49 56979 69.1 105.5 2959 
1986 61 865 105.0 41 59501 68.8 104.4 2522 
1987 62 913 105.5 48 62329 68.3 104.8 2828 
1988 63 961 105.3 48 65351 68.0 104.8 3022 
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表 1－参考 知的障害者援護施設（入所）数と定員の推移（２） 






1989 1 1002 104.3 41 68161 68.0 104.3 2810 
1990 2 1043 104.1 41 70893 68.0 104.0 2732 
1991 3 1100 105.5 57 74382 67.6 104.9 3489 
1992 4 1155 105.0 55 77684 67.3 104.4 3302 
1993 5 1202 104.1 47 81005 67.4 104.3 3321 
1994 6 1250 104.0 48 83833 67.1 103.5 2828 
1995 7 1295 103.6 45 86938 67.1 103.7 3105 
1996 8 1338 103.3 43 89907 67.2 103.4 2969 
1997 9 1390 103.9 52 92976 66.9 103.4 3069 
1998 10 1424 102.4 34 95437 67.0 102.6 2461 
1999 11 1476 103.7 52 98283 66.6 103.0 2846 
2000 12 1511 102.4 35 101130 66.1 102.9 2847 
2001 13 1569 103.8 58 103503 65.8 102.3 2373 
2002 14 1616 102.8 47 105864 65.5 102.3 2361 
2003 15 1657 102.5 41 108535 65.5 102.5 2671 
2004 16 1681 101.4 24 109412 65.1 100.8 877 
2005 17 1695 100.8 14 110041 64.9 100.6 629 
2006 18 1696 100.1 1 110987 65.4 100.9 946 






















































 国立コロニーを建設するにあたり、群馬県高崎市にある約 224 ヘクタール（約 67 万坪）
の公有地山林を利用し、定員約 1,500 名の建設計画が策定された2。1,500 名の内訳は、知
的障害者 700名、肢体不自由者 700名、重症心身障害者 100名とされている。知的障害者
も肢体不自由者もそのうち重度者が半数以上占める数字が示されている。主な施設として、
居住施設 9種類、サービス施設、管理施設、事業施設、生活施設、供給処理施設等が計画さ











祉法（現、知的障害者福祉法）の 1960（昭和 35）年 4 月施行を見通して厚生省は、1959
（昭和 34）年度の入所施設建設予算として定員 100名 5か所分を請求したが、大蔵省は定










前述の国立コロニー建設に関する経費から、1 人当たりの費用を計算すると約 400 万円





























（矢野 1967；矢野・冨永 1975）。 







































年月 社会経済状況 知的障害者施策・コロニー開設 
1952（昭和27）年7月  精神薄弱児育成会結成（現、手をつなぐ育成会） 
1953（昭和28）年11月  「精神薄弱児対策基本要綱」（事務次官会議決定） 
1955（昭和30）年12月 「経済自立5か年計画」鳩山内閣  
1956（昭和31）年5月 売春防止法制定  
1957（昭和32）年12月 「新長期経済計画」岸内閣  
1958（昭和33）年6月  国立精神薄弱児施設秩父学園開設 
1958（昭和33）年12月  はるな郷（群馬県） 
1959（昭和34）年3月  社会福祉事業法改正 精神薄弱者援護施設を第 1
種社会福祉事業に規定 
1960（昭和35）年3月  精神薄弱者福祉法制定 精神薄弱者援護施設法定
化 
1960（昭和35）年12月 「国民所得倍増計画」池田内閣  
1961（昭和36）年7月  赤穂精華園（兵庫県） 
1962（昭和37）年5月 新産業都市建設促進法制定  
1962（昭和37）年10月 「全国総合開発計画」池田内閣  
1963（昭和38）年6月  水上勉「拝啓池田総理大臣殿」公表 
1963（昭和38）年7月 老人福祉法制定  
1964（昭和39）年6月  全国重症心身障害児（者）を守る会結成 
1964（昭和39）年7月 母子福祉法制定  
1964（昭和39）年8月 「社会開発行政の課題」（厚生省）  




1965（昭和40）年7月 「社会開発懇談会中間報告」  
1965（昭和40）年9月 『厚生白書（昭和39年度版）社会開発の推進』  
1965（昭和40）年10月  心身障害者コロニー懇談会設置 
1965（昭和40）年11月 戦後初の赤字国債発行を閣議決定  
1965（昭和40）年12月  心身障害者コロニー懇談会答申 
1966（昭和41）年9月  セーナー苑（石川県） 
1966（昭和41）年7月  コロニー建設推進懇談会設置 
袖ヶ浦福祉センター（千葉県） 
1967（昭和42）年3月 「経済社会発展計画」佐藤内閣  
1967（昭和42）年4月 社共推薦の美濃部亮吉、都知事当選  
1967（昭和42）年8月 公害対策基本法制定 児童福祉法改正 重症心身障害児施設法定化等 
1968（昭和43）年4月  西駒郷（長野県） 
1968（昭和43）年5月 公害対策全国連絡協議会結成 太陽の園（北海道） 
1968（昭和43）年6月  愛知県心身障害者コロニー 




1970（昭和45）年3月 日本万国博覧会開催  
1970（昭和45）年4月  金剛コロニー（大阪府） 
1970（昭和45）年5月 「新経済社会発展計画」佐藤内閣 心身障害者対策基本法制定 
1971（昭和46）年1月  佐賀コロニー 




















ある。佐藤首相が 1964（昭和 39）年 11月に政権を発足させ、年が明けた 1月 8日に懇談



























































































門 8 区分の中で、道路は 6 割を占めている。一方、厚生福祉項目のある生活環境のⅡ部門



































 これまで見てきたように、コロニー建設の背景は、大きく分けて 3 点にまとめることが
できる。1点目には、当時の障害者、特に重症心身障害児・者や 18歳以上の知的障害者の 
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表 2－2 社会保障関係費に占める社会福祉施設整備費の推移 
年度 1964 1965 1966 1967 
社会保障関係費（前年度比） ― 119.91 120.40 115.72 
社会福祉費（割合） 8.64 8.32 8.22 8.38 
社会福祉費（前年度比） ― 115.40 119.00 118.02 
社会福祉施設整備費（割合） 0.59 0.54 0.59 0.71 
社会福祉施設整備費（前年度比） ― 110.24 130.79 138.91 
 
年度 1968 1969 1970 1971 
社会保障関係費（前年度比） 114.92 114.54 120.08 118.20 
社会福祉費（割合） 8.50 9.34 9.76 10.56 
社会福祉費（前年度比） 116.55 125.84 125.53 127.78 
社会福祉施設整備費（割合） 0.70 0.72 0.76 0.94 
社会福祉施設整備費（前年度比） 113.66 118.61 125.72 146.14 
 
年度 1972 1973 1974 1975 
社会保障関係費（前年度比） 122.13 128.82 136.71 135.84 
社会福祉費（割合） 11.88 15.25 14.91 15.71 
社会福祉費（前年度比） 137.47 165.29 133.73 143.09 
社会福祉施設整備費（割合） 1.10 1.31 1.35 1.35 
社会福祉施設整備費（前年度比） 143.73 152.46 141.02 136.00 
資料：財務総合政策研究所『財政金融統計月報』予算特集号各年次をもとに筆者作成 
 
表 2－3 知的障害者入所施設数と入所定員、コロニー数の推移 
年度 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 
施設数 8 12 22 32 56 70 88 104 
 前年度比 － 150.0 183.3 145.5 175.0 125.0 125.7 118.2 
入所定員 520 606 1,241 1,831 3,741 4,920 6,253 7,061 
 前年度比 － 116.5 204.8 147.5 204.3 131.5 127.1 112.9 
コロニー数 1※1 2※2 2 2 2 2 4 4 
 
年度 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 
施設数 130 165 204 213 249 285 326 366 
 前年度比 125.0 126.9 123.6 102.9 116.9 114.5 114.4 112.3 
入所定員 8,921 11,207 13,579 15,819 18,666 22,094 25,559 28,392 
 前年度比 126.3 125.6 121.2 116.5 118.0 118.4 115.7 111.1 
コロニー数 7 7 8 15 17 19 20 21 

















































国立コロニー建設計画は、建設の遅れもあり、1970（昭和 45）年 11月第 1期工事が完
了した時点で、建物数 25棟、入所定員 550名、総工費約 26億 4千円であった（国立コロ
ニーのぞみの園 1982：171－173）。その後、1971（昭和 46）年 4月に開所して以降、定
員の増加はなく、地域移行政策の推進に伴い定員は減少している。 
5 「1957年の活動報告」において、1957（昭和 32）年 4月下旬に現地視察をはじめ、第
1期工事が 1958（昭和 33）年 4月起工、11月に落成、運営が開始された。その後、第 2




6 その切り下げの背景には、1959（昭和 34）年 9月に伊勢湾台風によって、東海地方の
甚大な被害への対応が必要となったこともある。 
7 はるな郷は、コロニーと冠した知的障害者を対象とした施設であり、コロニー政策が推
進される以前の 1958（昭和 33）年群馬県に開設された（登丸 2009）。 
























































































































また、1965（昭和 40）年 1 月に内閣総理大臣の諮問機関として社会開発懇談会が設置
され、6月 24 日に「社会開発に関する中間報告」が答申された。その中で、障害者への対
策としてリハビリテーションとコロニーが言及されている1。そして、中間報告が提出され
た直後の 6 月 26 日に第 1 回重症心身障害児（者）を守る全国大会が開催され、総理大臣
代理の橋本登美三郎内閣官房長官が、「あいさつ」の中でコロニー開設を約束する発言を行





後、7 月 16日開催の中央児童福祉審議会、8 月 3 日開催の精神薄弱者福祉審議会において
も同様にコロニー開設が議論された。 
そして、9 月 4 日には、橋本官房長官から竹下児童家庭局長に対して、早々にコロニー
開設に向けて動き出すよう指示が出されている。その後、9 月 17日に厚生大臣諮問機関と















表 3－1 心身障害者の村（コロニー）懇談会委員名簿 
資料：「心身障害者コロニー懇談会名簿」に筆者加筆 
 
 コロニー懇談会 17 名の委員の所属等を類型化すると、①障害児者の治療、教育、福祉に
かかわる専門家、②親を中心とする当事者団体の代表、③その他に区分することができる。
それらの人数は、①専門家 11 名、②当事者団体代表 2 名、③その他 4 名であり、専門家
のうち医師が 8 名、教育者 1 名、知的障害児施設の施設長 3名となっていた。施設長の内





 区分 氏名 所属等 
座長 ③ 葛西嘉資※ 社会福祉事業振興会会長 
副座長 ③ 牧賢一 社会福祉協議会業務部長 
委員 ③ 秋山ちえ子※ 評論家 
委員 ① 糸賀一雄※ 近江学園長（知的障害児施設） 
委員 ③ 井深大※ ソニー社長 
委員 ① 菅修4※ 国立秩父学園長（重度知的障害児施設） 
委員 ① 菅野重道 国立精神衛生研究所精神薄弱部長 
委員 ① 小池文英※ 整肢療護園長（肢体不自由児施設）5 
委員 ① 小林提樹※ 島田療育園長（重症心身障害児施設） 
委員 ① 関根真一 国立武蔵療養所長（傷痍軍人療養所→精神衛生研究所付設療養所） 
委員 ② 田波幸男※ 日本肢体不自由児協会常務理事 
委員 ① 登丸福寿※ みのわ育成園長（知的障害児施設） 
委員 ① 富田忠良 国立箱根療養所長（傷痍軍人療養所→脊損医療を担う医療機関） 
委員 ② 仲野好雄 全日本精神薄弱者育成会常務理事 
委員 ① 浜野規矩雄 藤楓協会理事長（ハンセン病療養所入所者の支援） 
委員 ① 三木安正※ 東京大学教授 













者福祉法の制定は 1960（昭和 35）年であり、同法に基づく知的障害者援護施設は 1965（昭
























表 3－2 心身障害者の村（コロニー）懇談会委員の海外視察等 
資料：表記文献をもとに筆者作成 
 
 氏名 海外視察等の状況 
座長 葛西嘉資 1950（昭和 25）年 1月から約 4か月間にわたりアメリカを訪問し、厚生行政の
実際の視察等を行っていた（葛西 1950）。 
副座長 牧賢一 1951（昭和 26）年の全国社会福祉協議会結成から事務局の一員として勤務して
おり、1960（昭和 35）年から国際社会事業会議の日本における委員会の事務局
次長を兼務した（関東学院大学人文科学研究所 1987）。1970（昭和 45）年 4月






委員 糸賀一雄 1960（昭和 35）年から 1961（昭和 32）年にかけてヨーロッパ各地を訪問し、
知的障害者福祉施策等の視察等を行い、雑感を含めた報告を行なっている（糸賀
1969）。 
委員 菅修 1961（昭和 36）年、ケネディ大統領精神薄弱委員会に招聘を受け渡米。その際、
重度知的障害児施設を訪問している（菅 1963）。 




委員 小池文英 1950（昭和 25）年の 5月から約７カ月間、国際連合のフェローとしてアメリカ
に滞在し、肢体不自由児を対象とした事業について視察している（小池 1951）。 
委員 小林提樹 ベーテルでボランティア経験のあるヨハンナ・ヘンシェルと交流があった。ヘン
シェルは 1960（昭和 35）年から 1967（昭和 42）年の間日本に滞在し、島田療
育園にボランティアにきていた（国立コロニーのぞみの園 1982：148・150－
151）。 




委員 富田忠良 国立箱根療養所は、1964（昭和 39）年の東京パラリンピック開催に際して、19
名の患者を選手として送り出していた（朝日新聞 2019）。 
委員 仲野好雄 知的障害者の福祉施策等の視察に関して 4 回の海外視察経験がある。コロニー
懇談会が開催される前の渡航は 1962（昭和 37）年の 1回だけであり、ケネディ
財団授賞式参加に伴うアメリカ内の視察であった（仲野 1978：241－250）。 
委員 浜野規矩雄 結核予防対策を学ぶために 1933（昭和 8）年ごろにイギリスに留学している（加
賀谷 2002）。 




同じ人物ではないにしても、17 名のうち 13 名が同じ立場でコロニー懇談会から引き続い











コロニー懇談会は、第 1 回が 1965（昭和 40）年 10 月 5 日に開催され、その後、11 月
5日、26 日、12 月 10 日の計 4回行なわれた。そして、12 月 22日には「心身障害者のた














について 3回の検討が行なわれた。その後、12 月 16 日付で各委員に意見が求められてい
る。そして、意見具申の最終版が委員長の葛西によって取りまとめられ、12 月 22 日に厚




表 3－3 心身障害者の村（コロニー）懇談会第 1 回議題 












 アメリカ セントラル・ウィスコンシン・コロニー（精神障害総合型） 
 西ドイツ ベーテルの家（養老院型） 
 日本 はるな郷（保護訓練型）、鹿島福祉センター（保護訓練型） 
 例 1)アメリカにおけるコロニー：セントラル・ウィスコンシン・コロニー及び訓練学園 
 例 2)西ドイツにおけるコロニー：「ベーテルの家」 
 
















  ３）国有林野の貸付 
資料：表 3－3、表 3－4 ともに国立コロニーのぞみの園（1982：297）をもとに筆者作成 
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表 3－5 心身障害者の村（コロニー）懇談会にて提示された意見案 
第 3 回：厚生省案 第 4 回：葛西試案 起草委員会：最終意見案 
11 月 26 日付 12 月 4 日付 12 月 16 日付 
1 前文 1 趣旨 1 趣旨 











































































コロニー懇談会での審議と並行して行われ、1966（昭和 41）年 3 月 26日に群馬県高崎市
乗附町に決定したと発表されている。建設推進懇談会の第 1回会合は、1966（昭和 41）年































































































































































































－146）。全国コロニー協会の一覧をみると 1966（昭和 41）年 4 月の時点で 14 カ所、入




































































































1 社会開発懇談会（1965）「社会開発に関する中間答申」（6 月 24日） 


















10 初出：糸賀一雄（1949）「所管事項の説明と要望（昭和 23 年度）」1949（昭和 24）年
執筆 
11 初出：糸賀一雄（1951）「沈殿者の問題－コロニーへの必然性」「近江学園年報」第 2
号、11 月 1 日 
12 初出：糸賀一雄（1964）「精神薄弱対策の問題点」『精神薄弱児研究』第 74号、所収 
13 初出：糸賀一雄（1965）兵庫県社会福祉協議会「第 5回社会福祉夏季大学講義録」10
月 15 日 
14 初出：糸賀一雄（1965）兵庫県社会福祉協議会「第 5回社会福祉夏季大学講義録」10






の常任理事 4 人の内一人であった。同会は 2017（平成 29）年に活動を終えている。 
16 一緒に訪問したのはすべて女性で、佐藤総理大臣夫人、愛知文部大臣夫人、神田厚生
大臣夫人、橋本内閣官房長官夫人、参議院議員であった。 
17 行政管理庁行政管理局（1963）「審議会との差異について」（3月 18日） 
18 中央社会福祉審議会（1970）「社会福祉施設の緊急整備について（答申）」（11 月 25
日） 
19 厚生省（1970c）「社会福祉施設緊急整備 5 か年計画」（10月 1日） 





















































































































－1968）との接点が見いだせる。糸賀は、1961（昭和 36）年 1 月にローマで開催される
国際社会事業会議に出席するためにヨーロッパを訪問している。その会議の前後、1960（昭
和 35）年 11 月末から 1961（昭和 36）年 2 月初旬の約 70日間に渡り、ヨーロッパの知的
障害者福祉等の視察旅行を実施した。その際に彼が設定した 3 つの視点は、一つ目が人間
的なつながり、二つ目が施設建物や備品等の工夫、三つ目が創設者の理念の継承である（糸












































































































が提出した要望書には、これまでの施設処遇を問題としてとらえ、20 人から 30 人のより
小さな施設へと変更することが含まれていた。設置された委員会は、バンク－ミケルセン
















摘している。そして、その権利は 10 項目あると説明している（ベルグ＝1982）12。 
このような法理念は、優生思想に基づく障害者処遇に対する批判と抵抗を背景として、
伝統的な障害者政策を根本的に転換するものであった。そして、その政策転換を要約する



























住施設」の種類が 7 種類から 11 種類に増加し、総数では 54 カ所から 126 カ所に増えてい
る。しかし、入所している人数は微増であり、施設の規模が小さくなっていることが確認




























































域）、98 コムーネが設置された（千葉 2013）。1970 年代の再編以降、社会サービスの整備、
拡大が進み、1970 年代の再編後のコムーネにおいても社会サービスの増加による財政需







































バーは約 4,000 人であり、15 歳から加入することができる。理事会の理事は、すべて知的
障害者が就任し、会長、副会長、青少年部長は、2 年毎に開催される全国会議における選













































いる。その結果、所有形態でみると持家が約 5 割、公営住宅22が約 2 割、コムーネ所有住


















































































































































1981（昭和 56）年の国際障害者年から計算しても、現在は 30 年以上の年数が過ぎてい











1 自治領を除くデンマークの人口は約 578万人、国土面積は 4.3 万㎢である。日本の兵庫
県ほどの人口規模であり、九州程度の広さである。人口の年齢別構造をみると 2013 年集


















5 花村は「ノーマリゼーション」と表記している（花村 1998）。 
6 糸賀一雄著作集刊行会編（1982）『糸賀一雄著作集Ⅱ』日本放送出版協会、148－170
所収。初出は「愛護」第 8巻第 4 号、1961（昭和 36）年 4、5月である。 
7 糸賀一雄著作集刊行会編（1983）『糸賀一雄著作集Ⅲ』日本放送出版協会、152－181
所収。初出は「近江学園年報」第 10 号、1964（昭和 39）年 3 月 31日発行である。 
8 糸賀一雄著作集刊行会編（1983）『糸賀一雄著作集Ⅲ』日本放送出版協会、152－181




10 1929 年から 1939 年の間に断種手術を受けた総数は 1,488 人であり、その内知的障害






























































23 2002 年の統計では、持家 53.4％、公営住宅 19.7％、民間賃貸 17.6％、協同組合所有
110 
 
賃貸 6.6％、コムーネ所有住宅 1.5％となっている（松岡 2005：116）。 





















施設入所者数」14.6万人を 2011（平成 23）年度には約 13.5 万人まで減少させる目標が記
載された。「障害者基本計画」の数値目標の設定は、「障害福祉計画」の数値目標が利用され
ている3。そこで、「障害福祉計画」の実績を確認してみると、次のような内容であった。2017

















が一番高いのは長野県にある西駒郷であり、2016（平成 28）年度は 2002（平成 14）年度
の 2 割程度の定員になっている。一方、茨城県のあすなろの郷は 85.1％の割合であり、減
少幅が一番小さい。また、新聞記事に取り上げられた船形コロニーの減少割合は 42.9％で














北海道 太陽の園 400 400 170 42.5% 
宮城県 宮城県船形コロニー 500 490 210※1 42.9% 
秋田県 秋田県心身障害者コロニー 500 500 380 76.0% 
山形県 希望が丘 500 500 300 60.0% 
茨城県 あすなろの郷 590 590 502 85.1% 
群馬県 国立のぞみの園 550 550 350 63.6% 
千葉県 東京都千葉福祉園 600 600※2 438 73.0% 
新潟県 コロニーにいがた白岩の里 500 300※3 240※4 80.0% 
長野県 西駒郷 500 500 106 21.2% 
大阪府 金剛コロニー※7 850 850 260※5 30.6% 


























































































































































































表 5－2 コロニーの脱施設化計画 
名称 計画等名称 策定・公表年月 
のぞみの園 国立コロニー独立行政法人化検討委員会報告書 2003（平成 15）年 7 月 
船形コロニー 船形コロニー施設解体宣言 
みやぎ知的障害者施設解体宣言 
2002（平成 14）年 11 月 
2004（平成 16）年 2 月 
金剛コロニー 事業団の改革について報告書 2003（平成 15）年 3 月 
西駒郷 西駒郷改築検討委員会提言 
西駒郷基本構想 
2002（平成 14）年 7 月 
2003（平成 15）年 10 月 
資料：峰島（2004）に加筆修正 
 



















コロニーがこれまでの運営を転換させる契機は、事業団が 2002（平成 14）年 2月に発表し
た「事業団の改革について（中間まとめ）」である13。その後、2003（平成 15）年 3月に「事
業団の改革について（報告書）」が改めて発表された14。事業団改革として「事業団自ら求め























































































































































 太陽の園の退所者数は、設置から 45年が経過した 2013（平成 25）年時点で 1,429 名で
あり、その内地域生活への移行者数は 619名、43.3％となっている。表 5－3をみると太陽


















してきた（佐々木 1994；北海道立太陽の園・伊達市立通勤センター旭寮 1993：19）。 
 
表 5－3 太陽の園の地域生活移行者数の推移 
年度 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 
人数 2 15 21 21 9 12 8 6 1 9 
年度 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 
人数 18 6 9 21 12 16 13 21 28 21 
年度 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 
人数 12 12 8 1 4 11 6 6 7 12 
年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
人数 4 4 7 6 32 28 31 19 36 38 
年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016     
人数 12 10 10 12 5 7     
資料：「北海道社会福祉事業団 太陽の園 施設概況（令和元年 8 月 1 日現在）」添付資料「図 太陽の園
地域移行者数の推移」（2019年 9 月取得）をもとに筆者作成 
 




























































































































産施設を設置し、1993（平成 5）年に 100 名定員の 4 つ目の入所更生施設を開設し、最大
定員 500 名となった。その後、2002（平成 14）年に授産施設に通所部を設けるとともに、
入所施設の定員を減少させ始め、2019（令和 1）年の入所施設の定員は、210名となってい
る38。表 5－4 は、船形コロニーの地域生活移行者数の推移である。2004（平成 16）の 65
名をピークにそれ以降は減少し、2015（平成 27）年からは移行者がいない。 
 
表 5－4 宮城県船形コロニーの地域生活移行者数の推移 
年度 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 
人数 4 4 4 9 11 7 11 13 11 48※ 
年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
人数 65※ 28※ 12※ 8※ 5 4 4 1 0 2 
年度 2014 2015 2016 2017 2018      











の後、田島は 1999（平成 11）年に宮城県福祉事業団理事長に就任し、2003（平成 15）年
度の 1 年間の退任を挟んで 2005（平成 17）年 3 月末の事業団解散までその任にあった40。 
田島が理事長であった 2002（平成 14）年 1月と 11月、2004（平成 16）年 1月に「福祉


















































































的に取り組まれた 2003（平成 15）年度から 2007（平成 19）年度の期間は、移行者数が各
段に多い。 
 
表 5－5 西駒郷の地域生活移行者数の推移 
年度 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
人数 18 29 71 56 32 17 25 18 10 9 
年度 2012 2013 2014 2015       
人数 4 7 13 2       




























































































（昭和 48）年に 120 名定員の更生施設と 50 名定員の授産施設が開設され、入所定員 850
名という国内最大のコロニーとして運営されてきた。定員の減少は、2007（平成 19）年度
に 720名となり、2019（平成 31）年度は 100名となった。しかし、金剛コロニーの退所者
の多くは、同じ敷地内に建設された各種施設に入所している。新たに開設された施設は、
2007（平成 19）年度に医療型障害児入所施設56、2008（平成 20）年度に特別養護老人ホー
ム、さらに、施設入所支援の指定を受けた障害者支援施設を 2016（平成 28）年度に 1 カ






























表 5－6 金剛コロニーの地域生活移行者数の推移 1 
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 
合計 30 42 52 58 56 47 56 40 42 
家庭引き取り 24 25 39 49 50 41 43 38 36 
就職自立 6 17 13 9 4 6 11 0 0 
地域生活/グルー
プホーム入居 
― ― ― ― 2 0 2 2 6 
年度 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 
合計 49 57 48 32 23 23 34  66 52 
家庭引き取り 42 46 42 24 16 6 7 8 2 
就職自立 1 0 0 4 0 8 1 0 1 
地域生活/グルー
プホーム入居 
6 11 6 4 7 9 26 58 49 
資料：大阪府障害者福祉事業団「事務概要書」各年次をもとに筆者作成 
 
表 5－7 金剛コロニーの地域生活移行者数の推移 2 
年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
合計 37 42 43 34 26 32 







































































































































4 「第 3期障害福祉計画」の計画期間は、2012（平成 24）年度から 2014（平成 26）年度
であり、「第 4期障害福祉計画」の計画期間は、2015（平成 27）年度から 2017（平成
29）年度である。そして、「福祉施設入所者数の削減数」は、2014（平成 26）年度の目標
が 15.4％であったが、実績は 10.3％の削減割合である。また、第 4期は 4％以上の目標を
設定していたが、その達成は困難であると分析されている。 




7 内閣府（2013）「障害者基本計画（第 3次）」（9月）・（2018）「障害者基本計画（第 4
次）」（3月） 























21 田中康夫は、2000年 10月に長野県知事に初当選し、2002年 7月には長野県議会で不
信任決議され知事を失職している。その後、2002年 9月に長野県知事に再選された。し
かし、2006年 8月の知事選で落選している。 
22 「西駒郷基本構想」は、2007（平成 19）年と 2011（平成 23）年に見直しが行われて
いる。 
 長野県（2007）「西駒郷基本構想（平成 18年度見直し）」（6月）・（2011）「西駒郷基本


















策の予算は 16％であり、児童福祉費の 2倍、身体障害者福祉費の 3倍となっていた。加え
て、通勤寮に基準の 2倍の運営費を支出するなど、積極的に知的障害者の地域生活を支援
する姿勢があった（佐々木 1994）。 










ジ「宮城県福祉事業団の沿革」（2015年 3月 3日確認） 
36 宮城県（2016）「船形コロニー施設整備検討会の検討結果について」（船形コロニー施設
整備検討会、3月） 
37 「船形コロニー整備事業 基本構想」（2019年 9月取得） 











43 「社会福祉法人宮城県社会福祉協議会 障害者支援施設 宮城県船形コロニー 施設概
要」（2019年 9月取得） 
44 「宮城県船形コロニー地域移行のプロセス」（2019年 9月取得） 
45 宮城県福祉事業団ホームページ「宮城県福祉事業団の沿革」（2015年 3月 3日確認）、















望している入所者は、2006（平成 18）年度では 242名の内 105名、2010（平成 22）年




51 西駒郷地域移行推進課「西駒郷・地域生活移行支援の流れ（平成 26年 4月改訂）」
（2014年 11月取得） 



















58 例えば、（平成 18）年度の計画値は 50名、実績は 63名であったが、翌年度以降それぞ
れ 50名と 52名、70名と 37名、70名と 42名、70名と 43名であり、計画値を大幅に下
回る実績であった。 
59 大阪府精神薄弱者コロニー事業団（1990）「平成 2年度 事務概要書」 
60 その後、数度の再編を経て、「地域生活総合支援センター」の開設に至る。 





63 大阪府精神薄弱者コロニー事業団（1991）「平成 2年度 事務概要書」 
























































割を果たしてきた（全日本手をつなぐ育成会 2001；日本知的障害者福祉協会 2015）。 
 
２）政治的判断、経済的動向、財政問題、国際的動向 
























































































































































































































































































































































































































































は 2 点ある。1 点目は、研究の成果として発刊した書籍の「おわりに」において、2002（平






いる（浅野 2005）。河東田が寄稿した前年の 2004（平成 16）年 2 月に、浅野は「みやぎ
















































































































































































































1 2002（平成 14）年策定の「障害者基本計画（第 2 次）」の後期に当たる 2008（平成







































11 『みやぎ政策の風』は、浅野が知事であった 2004（平成 16）年 3 月に創刊号が発行さ
れた。創刊号の政策提案の一つに「知的障害者の地域生活移行に内在するコンフリクト」
（宮城県地域生活支援室 本間照雄）が掲載されている。 
12 浅野は、2005（平成 17）年 11 月まで知事を 3 期 12 年務めて退陣し、その後、宮城県
社会福祉協議会会長を 2007（平成 19）年 3 月末まで務めた。田島は、2005 年（平成
17）年 3 月末で事業団理事長を退き、事業団と合併した宮城県社会福祉協議会の常任副会
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書房（原著：The President’s Panel On Mental Retardation，A Proposed Program For 
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